地方独立行政法人川崎町立病院令和５年度年度計画
第１　年度計画の期間

　　　　令和５年４月１日から令和６年３月３１日

以下のこと、新型コロナウイルス感染症に対し十分に配慮し実施する。

第２　住民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項
（１）地域における医療供給体制の維持
川崎町唯一の公立医療機関として現状の体制を維持し、高齢化する地域

現状を踏まえて多様化するニーズに応える。
現在の診療科目は維持するが、４月より田川圏域で過剰となっている慢性期病床を4床減少し、96床【急性期45床・回復期10床・慢性期41床】から92床【急性期45床・回復期10床・慢性期37床】とする。また、今後の自院や田川圏域の状況の変化に応じ、病床機能や病床数の見直しを実施する。
特に、地域包括ケア病床を活用し回復期病床の機能強化を図り稼働目標である1日平均入院患者数7.5名を達成する。
（２）救急医療の取り組み
　  地域住民の救急医療のニーズに応えるため、救急告示病院としての役割を果たし救急医療に貢献することとし、田川地区病院群輪番制における内科二次当番年間19回を円滑に実施するために人員体制等を確保する。また、受け入れ体制の充実を進め、消防署や地域医療機関と連携を強化する。また、自院で受け入れ対応が困難な場合については、地域の急性期病院等と緊密に連携し、必要な処置を行い、搬送等により迅速かつ適切な対応を行う。
 (３)  適切な医療サービスの提供
　　地域住民から選ばれる病院となるため、苦情や意見要望等については、情報収集や分析を実施し患者満足度向上を図る。苦情等については、迅速に対応するためクレーム対策委員会を開催する。また、接遇意識向上のため接遇委員会を発足する。
インフォームドコンセントについては、説明と同意に関する方針と手順を明確にし、患者や家族が診療内容を適切に理解し、納得した上で患者自身が診療内容を選択できるように、十分な説明を行う。また、説明した内容については診療録に記載を行う。
（４）医療安全並びに感染対策の充実
　 医療安全対策については、月１回医療安全対策委員会とリスクマネージャー会議を開催する。外部の医療安全に関する情報収集や業務改善事例を参考とし、事故防止に向けた活動行う。医療安全に関する研修会へ参加し、習得した知識を自院の事故防止に活用し、医療安全対策の徹底を図る。

院内感染防止対策については、月１回感染対策委員会を開催する。感染症の分類に応じた上で、適切な新型コロナウイルス感染症対応を行い、町民の健康増進や疾病予防を行う。他の感染症についても、院内感染対策委員会を中心にマニュアルや各種指針等を整備し、標準的予防策の徹底を行い感染源や感染経路に応じた対応策を講じる。また、針刺し事故など職業感染の防止策を実施する。
（５）安全で快適な医療環境の提供
　 快適な医療環境を提供するため、必要に応じて、環境整備や施設の補修・改
善などを実施する。高齢者、障害者、身体機能低下がみられる患者に配慮した
院内環境の整備に努める。また、外壁補修工事の補修・改善の実施を検討する。　
（６）法令遵守の取組み
　　①法令・行動規範の遵守

　　医療法等の関係法令を遵守する。行動規範と職業倫理について、職員の

　意識向上、ハラスメントのない職場づくりを図るため、全職員が参加する院
内研修会を年１回開催する。
　　②医薬品管理体制の充実

　　薬品の適正在庫、品質、保管、取扱等の管理体制の充実を図る。法令及び
自院の「医薬品業務手順書」、「看護業務手順マニュアル」を遵守し、必要に

応じて各種手順書の改訂を行う。
　　③診療情報開示等の適切な対応

　　診療情報等の個人情報保護については、個人情報保護に対する基本方針

　をもとに適切に行う。また、患者及びその家族からの診療情報開示請求に
　関しては、個人情報保護に関する取扱要領に沿って適切に対応する。
（７）地域の医療機関との連携
　　近隣の急性期病院との連携を行い、後方支援病院としての役割を果たす。
診療所及び介護施設等との連携を深め、外来診療・入院加療・退院支援・在宅復帰までシームレスな医療供給体制の強化を図る。地域医療連携室を中心に月1回程度の訪問活動を行い、レスパイト入院や眼科白内障手術などの広報を積極的に行う。また、関係機関に当院のベッドの空き状況をお知らせするため、定期的に空床情報（病床種別毎）をFAXで送信する。
　　
（８）地域包括ケアシステムの推進
　　高齢化が進む地域の実情から、各関係医療機関や介護福祉施設等との連
携強化を図るとともに、協働して地域包括ケアシステムの推進に協力する。
住民の健康増進及び予防を図るため、川崎町主催の予防給付活動に理学療法士・作業療法士・言語聴覚士が積極的に参加する。
川崎町の高齢者福祉課、社会福祉課、地域包括支援センター等関係部署及び地域の医療機関との連携を図り、地域住民や患者様の支援を行う。
　（９）災害時における体制及び訓練
　　大規模災害や公衆衛生上重大な感染症等の被害が発生及び発生しようとし
ていることを想定した場合には、川崎町災害対策本部や田川地区の災害拠点病
院等と連携し、迅速かつ適切な対応を行う。また、院内においては年2回の消
防訓練と消防設備点検を実施する。
第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項
1、 運営管理体制の確立
　　地方独立行政法人の最高決定機関である理事会では運営上の重要事項や

　規程の改廃等の決定を行い、院内で対応可能な議題については病院長及び各部門の管理職等が出席して行われている経営企画会議で決定し、目標や課題などに対し迅速に対応する。中期計画及び年度計画の目標達成のため、令和４年度策定の経営改善計画のもと、健全な医療経営を行う。また、病院会議、経営企画会議を月1回開催する。
2、 医療従事者の確保並びに育成

（１）医療従事者の人材確保
　　①医師の人材確保
　　当院が提供する医療水準の維持向上を図るため、主に九州大学医学部第一
内科から１名以上の医師派遣を目標とする。また、九州大学医学部眼科教室との連携を図り、週4日の診療体制を維持する。自治医科大学出身者の常勤医師派遣については、通年で2名以上の派遣を目標とし福岡県保健医療介護部医療指導課への訪問を通じて連携強化を行う。
　②看護師・医療技術職員等の人材確保
　院内の教育体制の充実、労働環境の向上に取り組み、看護師及び医療技術

職員等の人材確保を行う。医療法や施設基準を遵守すると共に業務量や休暇取得状況等を把握したうえで、医療法及び施設基準に対して適切な職員数を配置する。
　　③育児支援等による人材確保

　早期の職場復帰や育児と業務の両立が可能な職場環境づくりを行う。
　④障がい者の人材確保
　　国が定めた法定雇用率を遵守し、当事者が働きやすい職場環境を提供する。
　
（２）医療従事者の人材育成
　①医師・看護師・医療技術職員等の人材育成

　医師・看護師・医療技術の各部門において、重要度、必要性を十分に考慮したうえで研修計画を立案する。計画に基づいて研修を実施し、専門性及び医療技術の向上を図る。研修終了後には、研修内容の伝達を各部署にて行う。
　②事務部門の人材育成

　総務課職員は、病院経営の専門的知識の習得と経営感覚を磨くため、財　務会計・マーケティング・診療報酬制度等に関する研修会等へ積極的に参加する。地域医療連携室職員は、退院支援業務等の専門的知識習得を行うとともに、連携先医療機関等への積極的な訪問、意見交換等を実施、地域連携体制の強化を図る。研修終了後には、研修内容の伝達を行う。
　第４　財務内容の改善に関する事項
（１）収益の確保
　　　現在の医療従事者の必要人員数、診療科等の診療機能を維持する。
　　医療制度や診療報酬制度を熟知し、動向を見据えながら、自院の役割と、

　　患者ニーズを踏まえた医療サービスの提供を行うことで、患者数、診療単　
　　価の年度目標を達成する。
　　　令和４年度策定の経営改善計画に基づき、月１回程度経営改善計画実行委員会を開催し、増患・増収対策（外来頻度向上・広報活動強化・地域連携活動強化・入院の最適化・院内コミュニケーション活性）を図る。その他として、未収金の未然防止策と早期回収、レセプト請求査定金額の前年度比削減、医療機器（CT・超音波検査等）の前年度比件数増加を達成する。
令和５年度目標
	入　　院
	外　　来

	入院患者数
	入院診療単価
	外来患者数
	外来診療単価

	一　般　13,140人
	23,500円
	内科 12,150人
	17,800円

	地域包括  2,737人
	30,000円
	外科　  270人
	7,300円

	療　養　12,045人
	19,000円
	眼科　3,780人
	8,800円

	白内障手術 110件
	178,880円
	
	


（２）費用の節減
費用削減の具体策として、医薬品の価格交渉については対薬価値引率16％を目標に交渉を行う。高額な医療機器等は、適正な価格での購入を行う。医薬品や診療材料等については、適正な在庫管理のための定量発注方式等を検討し実施する。ジェネリック医薬品の採用率80％以上を維持する。また、病院機能の維持に必要な人員を把握し、適正な人材確保を行う。また、賞与については経営状況に応じて支給月数を決定する。
（３）経営改善計画の確実な実施
　　　令和４年度策定の経営改善計画を確実に実施する。経常収支比率の目標

　　を１００％以上とし経常黒字化を図る。
　
第５　その他の業務運営に関する重要事項
新しい事業に伴う施設整備及び医療機器整備に関する計画
1 新規事業等の実施

　新規事業に関しては、その都度準備委員会を設置し、内容等については十分な検討を行う。
2 医療機器の整備
医療機器の新規購入や買替については、各年度における医療機器の購入
　計画を明記し、収益向上に寄与するものを優先的に検討するとともに、購

　　入後の保守や部品交換等を考慮し計画を行う。
第６　予算（人件費の見積りを含む）収支計画及び資金計画
　　業務運営体制の効率化に関する目標を達成するための計画を確実に実施することにより、全体の財務内容の改善を図る。
　１　令和５年度　予　　算　　別紙１
２　令和５年度　収支計画　　別紙２
３　令和５年度　資金計画　　別紙３

第７　短期借入金の限度額
１　限度額　　　３億円
２　想定される理由
　資金不足への対応
第８　重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画
なし
第９　剰余金の使途

決算において剰余金が生じたときは、将来の投資（病院建物の整備、修繕、医療機器の購入等）及び地方独立行政法４０条により処理する。
第１０　地方独立行政法人川崎町立病院に係る地方独立行政法人法等の施行に関する規則第４条で定める事項
１、中期目標の期間を超える債務負担
（1） 移行前地方債償還債務　　　　　　　　　
　　　　　　
なし。
（２）リース債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	償還期間
	中期目標期間
事業費
	次期以降
事業費
	総事業費

	医療機器等
	令和　５年度　　　～
令和　８年度
	70,887千円 
	0百万円
	70,887千円


別紙1

令和５年度予算
（単位：千円）
	区　　　　　分
	金　　　　額

	収入
営業収益
　医業収益
運営費負担金収益
その他営業収益
営業外収益

　　　財務収益

　　　運営費負担金収益

　　　補助金等収益
その他営業外収益
臨時利益
資本的収入
運営費負担金収益
その他資本収入
その他収入
　　計
	　　

　９５１，０５４
　９０１，６３１

　　　３９，６４１  　　　９，７８２
　　　　７６，６６８

　 １０

　　　　２７，０００

３３，７７６

　　　　１４，９８２

　　　　　　　　　1
２
　０

２

０

１，０２６，８２５

	支出
　　営業費用
医業費用
給与費
材料費
経費
減価償却費

資産減耗費

研究研修費
一般管理費
営業外費用
臨時損失
予備費

資本支出
建設改良費
医療機器購入費
企業債元金償還金
リース債務償還金

奨学金貸付金

　　その他の支出
　　計
	１，０２４，８６５

　　　９７５，９６８

　　　６１２，４８７

　　　１９８，１０６

　　　１３９，９１３

　　　　２３，５００

　　　　　　　　２

　　　　　１，９６０

　　　　４８，８９７

　　　　　１，００３

1　　　　　　

１０，０００
　　　２，２８８

１

１

０

２，２８６

０

０

１，０３８，１５７


注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。
別紙２
令和５年度収支計画
（単位：千円）
	区　　　　　分
	金　　　　　額

	収入の部
営業収益
医業収益
運営費負担金収益
資産見返補助金戻入
資産見返物品受贈額戻入
その他営業収益
営業外収益
運営費負担金収益

補助金等収益

その他営業外収益
臨時利益
	１，０２６，８２３
９５１，０５４
９０１，６３１
　３７，９９１

　　　　　　０

　　　　　　０

　１１，４３２
　７５，７６８
　２７，０００
　３３，７７６
　１４，９９２
　　　　　　１

	支出の部
営業費用
医業費用
給与費
材料費
経費
減価償却費
研究研修費
　一般管理費
営業外費用
臨時損失
	１，０１２，９７２
９９４，２２９
　　　９４５，３３２
６１２，４８７
１８０，３６９
１２７，１９４
　　　　２３，５００
　　１，７８２
　４８，８９７
　１８，７４２
　　　　　　1

	純利益
目的積立金取崩額
総利益
	１３，８５１
　　　　　　０

１３，８５１


（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。
別紙３
令和５年度資金計画
（単位：千円）
	区　　　　　分
	金　　　　　額

	資金収入
業務活動による収入
診療業務による収入
運営費負担金による収入
その他の業務活動による収入
臨時利益(特例債元金の1/2)
投資活動による収入
運営費負担金による収入
その他の投資活動による収入
財務活動による収入

    長期借入による収入
その他の財務活動による収入
前年度繰越金
	　１，１６８，８８６
１，０２６，８１５
　　　９１３，０６３

　　　　６４，９９３

　　　　４８，７５８

　　　　　　　　　１

　　　　　　　　１０

　　　　　　　　　０

　　　          １０

　　　　　　　　　０
　　　　　　　　　０

　　　　　　　　　０

　　　１４１，０６１

	資金支出
業務活動による支出
給与費支出
材料費支出
その他の業務活動による支出
投資活動による支出
有形固定資産の取得による支出
その他の投資活動による支出
財務活動による支出
長期借入金の返済による支出
移行前地方債償還債務の償還による支出
その他の財務活動による支出
次年度への繰越金
	　１，１６７，８８６
　１，００２，３６８
　　　６６１，３８４
　　　１９８，１０６
　　　１４２，８７８
　　　　　　　　　０　

　　　　　　　　　０

　　　　　　　　　０

　　　　　２，２８６
　　　　　　　　　０

　　　　　　　　　０
　　　　　２，２８６
　　　１６３，２３２


（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。
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